論文の１部分


（３）先行研究
　鉄鋼業に関する研究は多数あるが、地域性を考慮して鉄鋼業に焦点を当てた計量経済的研究はほとんどない8)。本理論の既存のモデルに基づいた名古屋鉄鋼業の研究には竹田他（2017）があり、そこでは名古屋鉄鋼業の収益率を計算した。
　また、一般化残差法の説明を行った研究に櫻川（2005）があり、全要素生産性伸び率を残差として求める方法を示している。そこでは、これまで水野他（2019）が行ってきた全要素生産性伸び率の計算方法とは異なり、Hall(1990)およびHall（1998）に基づいた残差としての計算を示している。本稿ではその手法を活用してフリッシュ指数を計算する方法を生み出した。

２．モデル
一般化残差モデル
　H.Thel（1980b）は次式を導いた。Yを生産量とすれば、
[bookmark: _heading=h.1fob9te]
dlnQ=γdlnY　（1）

　または
[bookmark: _heading=h.3znysh7]　
　　（1）’

ここで次式はディビジア数量指数、Kは資本、Lは労働、γは定数である。

dlnQ＝fKdlnK＋fLdlnL　　(2)










回答書の１部分

＊＊査読者②の先生からは、軽微な修正のみ求められておりましたが、本修正稿では事例調査を含む多くの加筆と修正を行っております。しかし、本稿の核をなすオリジナリティに大きな変更はありません。

[bookmark: _Hlk85534109]＊＊＊回答中に記載した「ページ」、「行」は修正後原稿のものです．

審査基準①：学術的な新規性あるいは有効性があるか

【査読者１に対して】
[bookmark: _Hlk85350663]Ａ）３つの鉄鋼産地における生産の質的側面を計測し、地域比較を行う本論文には、高い独自性をみることができる。また、算出方法も従来の方法の改善がみられることから、新規性もあるといえる。
　一方で、論考として、数字だけではなく、学問的あるいは実務的インプリケーションとして、どのような新しい発見があったのかは十分に示されていない。また、そもそも愛媛は県、名古屋は規模の大きい政令指定都市、浦安は市と、カテゴリの異なる地域を比較対象としているのはなぜか、これらを比較することの正統性については疑問が残る。この理由や背景を示されたい。
〖以下、関連する査読者２の総合的なコメント（事例として取り上げた３地域の適切さに関する説明）にも対応するよう修正〗


御指摘いただきましたように、インタビュー結果を中心に新たに５節を設け、計算結果だけでは分からない、地域経済の論考としてのインプリケーションを加筆しました。
また、御指摘いただきましたように、分析対象地域が不適切でしたので、浜松市、名古屋市、浦安市に修正しました（データセットも対応して修正）。これら地域を比較することの理由や背景について、序章（２）分析対象地域の鉄鋼業の１段落目に加筆しました。

